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　国立がん研究センターでは，様々な生活習慣・生活環境と，がんなどの生活習慣が関係する疾病との関
係を明らかにし，日本人の生活習慣病予防と健康寿命の延伸に役立てるための疫学研究を実施している．
これまで，主に2つのコホート研究から，がん予防をはじめとする生活習慣病予防に関するエビデンスが
報告されてきた．特に，身体活動に着目すると，多目的コホート研究から，活動的な生活を送ることが，
がん，循環器疾患，認知症，および死亡に対して，良い影響を与える可能性が示唆されてきた．また，次
世代多目的コホート研究では，様々な生活習慣や社会的要因と，様々な疾患との関りを明らかにすること
で，健康寿命延伸を目指す取り組みが現在進行形で行われている．国民の健康のため，保健医療に関わる
領域の疫学研究が推進されるとともに，人材育成が必要である．
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Ⅰ

　国立がん研究センターでは，様々な生活習慣・生活環境
と，がんなどの生活習慣が関係する疾病との関係を明らか
にし，日本人の生活習慣病予防と健康寿命の延伸に役立て
るための疫学研究として，主に2つのコホート研究を実施
している．多目的コホート研究は，1990年に開始された，
全国11保健所管内約14万人の地域住民を対象とした，生活
習慣とがんなどの生活習慣病との関連についての長期追跡
調査１）である．もうひとつ，次世代多目的コホート研究は，
2011年に開始された，全国7県16市町村の約11万5千人の地
域住民を対象に，生活習慣・生活環境，遺伝的素因，その
後の健康状態など様々な情報を収集しながら，がん予防な
ど国民の健康の維持・増進に役立つエビデンスを得るため
の長期追跡調査２）である．本稿では，これらのコホート研
究の概要と，得られた研究成果について，特に身体活動に
関する報告の一部を紹介するとともに，多目的コホート研
究と次世代多目的コホート研究での経験を通じて私見を記
す．

Ⅱ

　多目的コホート研究（JPHC）は，1990年に開始された，
大規模で長期に渡る観察型の疫学研究である３）．この研究
は，日本人に適した予防医学実践のための科学的根拠の材
料となるエビデンスが十分に整っていないことを背景に，
全国11保健所管内約14万人の地域住民を対象として，日本
人の生活習慣とがんなどの生活習慣病との関連について明
らかにすることを目的としている４）．現在までに約600以
上の成果が研究論文として発表され，日本を代表する大規
模コホート研究のひとつとして位置付けられている５）．コ
ホートとは，年齢や住居地など，ある一定の条件を満たす
特定の集団をさし，研究開始時に，岩手県・秋田県・長野
県・東京都・新潟県・茨城県・大阪府・高知県・長崎県・
沖縄県に在住の40歳から69歳までの方を対象とした研究で
ある．また，生活の質の低下や平均寿命前の死亡の原因と
なる疾病には，がん，脳卒中，心筋梗塞，2型糖尿病をは
じめ，白内障・歯周病などの疾患や，うつなどの精神疾患
も含まれ，このように，さまざまな疾患についてのエビデ
ンスを蓄積しようとする考えから「多目的」と名付けられ
ている．
　JPHCの特徴の一つが，高い参加率である．住民ベース
のコホート研究においては，研究への参加率が高ければ高
いほど，研究結果の科学的な確実性は高くなる．ベースラ
イン時点のアンケート調査には，113,461人（対象者の81％）
より回答が得られ，49,011人（対象者の35％）の血液試料
と47,910人（対象者の34％）の健診データが得られた．また，

研究開始から5年後のアンケート調査には，103,839人から
回答が得られ，34,805人の血液試料と33,301人の健診デー
タが得られている．さらに，10年後調査で99,498人からア
ンケートの回答を得られた．合計3回のアンケート調査の
いずれかに回答した対象者は129,771人を数え，3回のいず
れにも回答していただいたのは77,540人だったと報告され
ている３）．

Ⅲ

　これまでに，多目的コホート研究から多くの研究成果が
報告されている．研究成果のほとんどは英文だが，日本国
民への情報還元を目的として日本語の概要版が作成され
HPで公開されている６）．このHPでは調べたい疾患（エン
ドポイント）や要因（キーワード）で絞り込む機能が搭載
されており，自身の興味に沿って効率的に情報を検索でき
る仕組みになっている．

Ⅳ

　身体活動や運動について，多目的コホート研究では，ベ
ースライン，5年後，10年後調査とも自記式質問票を用い
た自己申告による把握がなされている．特に，5年後およ
び10年後調査で用いられた質問票による身体活動量の把握
は，妥当性が検証されており，縦断的な関連解析に用いら
れている．
　例えば，Inoueらの報告７）では，5年後調査の自記式質問
票に回答した45～74歳の男女83,034人（男性39,183人，女
性43,851人）を解析対象として，1日の総身体活動量と全
死亡および主要死因別（がん，心疾患，脳血管疾患）死亡
との関連を検討した．2005年までの約9年の追跡期間中に
4,564人（男性3,098人，女性1,466人）が死亡し，1日の総
身体活動量を四分位に分けた場合，男女とも，身体活動量
が多い群ほど，全死亡リスクが低下していた（図１）．身
体活動量の最小群と比較した場合，最大群の死亡リスクは，
男性で0.73倍，女性で0.61倍と統計学的有意に低下してい
た．死因別にみると，男性では，がん死亡リスクは身体活
動量最大群で0.80倍，心疾患死亡リスクは最大群で0.72倍
と顕著な低下がみられたが，脳血管疾患については，死亡
リスクの低下はみられなかった．女性では，身体活動量最
大群でのがん死亡リスクは0.69倍と低下し，心疾患と脳血
管については，統計的有意性がないものの，死亡リスクの
低下傾向がみられた．
　また，がん罹患との関連８）については，男女とも，身体
活動量が多い群ほど，がん全体の罹患リスクは低下してい
たことが報告されている（図２）．身体活動量の最小群と
比較した場合，最大群のがん罹患リスクは，男性で0.87倍，
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女性で 0.84倍であった．部位別にみると，男性では結腸が
ん・肝がん・膵がんで，女性では胃がんで，身体活動最大
群で統計学的有意に罹患リスクが低下していた．死亡研究
と同様に，身体活動量が低い群には，もともと体調が悪い
ために運動ができなかった人が含まれることが予想される
ため，その影響を避けるために研究開始から3年以内のが

ん罹患者を除外して分析（感度分析）したが，結果は変わ
らなかった．身体活動量の増加により，がんに罹患するリ
スクが低下する理由のメカニズムは，完全に解明されては
いない．現段階では，肥満の改善をはじめ，性ホルモンや
インスリン・インスリン様成長因子（IGF-1）の調節，免
疫調節能の改善，フリーラジカル産生の抑制などが機序と
して推察されている．高インスリン血症やインスリン抵抗
性により発がん促進に重要な役割を果たしていることで知
られる体内循環IGF-1が増加し，またIGF結合蛋白が減少
する．身体活動を増やすことにより，インスリン感受性を
高め，空腹時のインスリン量を低下させることにより，イ
ンスリン抵抗性が改善すると推察されている．また，身体
活動によるマクロファージやナチュラルキラー細胞，好中
球やサイトカインの調節など，免疫調節能の改善による効
果もがん予防に寄与していると考えられる．
　多目的コホート研究では，死亡やがん罹患などに影響を
与える要因分析に加えて，社会的な課題となっている認知
症対策へのエビデンス蓄積を目指し，認知症との関連につ
いての報告がなされている．最近，身体活動との関連９）も
報告された（図３）．この研究では，総身体活動量に加えて，
身体活動を強度別にわけ，中強度身体活動（MVPA）を3
メッツ以上の身体活動と定義し，総MVPA，余暇MVPA
を計算し，認知症リスクとの関連性を調べた．結果として，
総身体活動量と認知症リスクとの関連には因果の逆転が影
響する可能性が示されたが，男性では余暇MVPAが多い
ことは認知症リスクの低下と関連していた．この研究結果
における，総身体活動量および総MVPAと認知症との間
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にみられた，活動量が高いとリスクが下がるが，追跡初期
に診断された認知症を除外するとその関連がみられなくな
ったことは，英国からの先行研究でも報告されているよう
に，認知症と診断される前の活動性低下に影響を受けてい
る可能性が考えられた．これは認知症の初期段階である軽
度認知障害でも観察される，認知症に至る前段階の神経心
理学的特徴のひとつとしての行動抑制による可能性が考え
られる．一方で，余暇のMVPAは追跡初期に診断された
ケース（認知症）を除外しても，認知症のリスク低下との
関連が見られた．この理由は，本研究でMVPAと定義し
たのはアンケートで尋ねているゴルフやテニスなどが含ま
れており，知的活動を伴う中高強度の余暇の身体活動や，
身体活動を通した社会的なつながりが，認知症の予防に効
果的だった可能性が示唆される．女性では，余暇MVPA
でも関連が見られなかったが，女性は，余暇以外でも，家
事などの認知機能を使って行う身体活動が多く，また，女
性は社会的なつながりを有している場合が多いことから，
男性よりも効果がみられにくかったのかもしれないと考察
されている．

Ⅴ

　次世代多目的コホート研究（JPHC-NEXT）は，2011年
に開始された，全国7県16市町村の約11万5千人を対象とし
た長期追跡調査２）である（図４）（研究代表者：津金昌一郎
先生（2019年度まで），澤田典絵先生（2020年度から）．先
に紹介した多目的コホート研究では，戦前，戦中，戦後す
ぐに生まれた方を対象としており，戦後の大きく変化した
日本の生活習慣に応じた曝露要因の把握，さらに，最近の
研究や技術の進歩により，血液などから，生活習慣病に役

立ついろいろな情報が得られる可能性が出てきた．したが
って，次の世代の方々にもつながるような，より確かな健
康づくりをすすめ，予防のための研究を途切れさせずに受
け継いでゆく必要性から，このコホートが立ち上げられた．
　JPHC-NEXTの特徴のひとつは，対象となる生活習慣病
が大きく広がったことである．現代人にとって有益な健康
情報を提供するため，その対象疾患は，がん，脳卒中，循
環器疾患，動脈硬化性疾患，高血圧症，肥満，代謝性疾患

（糖尿病，耐糖能異常，脂質異常症，高尿酸血症など），肝・
胆管疾患，腎疾患，呼吸器疾患，血液疾患，骨粗しょう症，
骨折，精神疾患（うつ病，認知症など），眼科疾患，歯科
疾患（う蝕，歯周病など），その他予防が期待できる病態，
疾病，障害など，多岐にわたる．これらの疾患を，質問
票や疾病登録，あるいは電子化医療情報等，さまざまな
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手段を用いて把握している10）．2011年から始まったJPHC-
NEXTは，5年後調査を終え，2021年から10年後調査を開
始している．

Ⅵ

　JPHC-NEXTの対象疾患は多岐に渡るため，研究成果も
多様である．現在までの成果の一部をご覧頂きたい（表
１）．目や歯の健康に関する研究や，社会的要因に関する
研究の成果が多く報告されており，健康寿命の延伸に向け
た取り組みが目立っている．
　特に，がんサバイバーに焦点を当てた研究が着目されて
いる．近年，がんの早期発見技術や治療法の開発により，
世界的に，がんサバイバーが増加している．

体格指数とドライアイとの関連について12）

ヘリコバクター・ピロリ菌除菌治療後のピロリ菌抗体価
の長期的推移について13）

自身の出生体重と妊娠高血圧症候群および妊娠糖尿病リ
スクとの関連について14）

がんサバイバー労働者の心身の状態－がん既往のない労
働者との比較15）

睡眠とドライアイとの関連について16）

自己申告による歯周病の妥当性について17）

女性における雇用形態と主観的不健康の関連について18）

仕事と家庭間での葛藤と主観的不健康について19）

（国立がん研究センターによる次世代多目的コホート研究HP
より改変）

　がんと診断されてから5年生存しているサバイバーがア
ジアで2000万人以上，日本には341万人いると推計されて
いる．生活習慣とがんとの関連について，罹患リスクや予
防との関連については多くの研究がなされてきたが，がん
の診断後の健康状態や生活の質に，診断前の生活習慣や診
断後の生活習慣の改善がどのように影響するかは，十分に
研究されてきていなかった．そこで，2022年から，国立が
ん研究センターは，国際がん研究機関との共同研究を開始
し，がんサバイバーの生活の質の改善を目指している11）．
このように，がんサバイバーの健康問題に対するエビデン
スを創出することは，これまでの1次予防を主体とする研
究基盤に加えて，罹患後の生活習慣にも着目するという意
味において，全人的で幅の広い健康問題に着手しているコ
ホート研究といえるだろう．

Ⅶ

　筆者は約6年間，二つのコホート研究の中央事務局の業
務を経験した．中央事務局の業務は，大きく分けて，追跡
のためのデータ収集，繰り返し調査のデータ収集，集めら
れたデータの集計，研究成果の社会還元のための広報活動
等，多種多様である．これらの作業を，ミスなく迅速に行
い，出来るだけ効率的にデータを収集し，集められたデー
タを正確に集計し，正しく情報を伝える作業は，容易では
なかったが，国民の健康に寄与するという目的のために集
結したチームの一員になれたことに，代えがたい充実感を
得た日々を送ることが出来た．
　また，健康寿命の延伸に向けた取り組みが進められる中
で，保健医療従事者の視点も有益であるという気付きも得
た．例えば，がんサバイバーの健康問題については，コホ
ート研究のアウトカムあるいは曝露要因として，どこに着
眼すればより効果的な対策が樹立できるエビデンスになる
のか，という事に関しては，実践経験が大いに役立つと感
じている．また，今後進むであろう，リアルワールドデー
タの解析においても，リアルワールドを知る者の意見は重
要であると考えている．その意味では，今後，保健医療の
教育機関から，一人でも多くのコホート研究に携わる研究
者を輩出できるように，取り組みを続けていきたい．

Ⅷ

　多目的コホート研究と次世代多目的コホート研究の運営
に関わらせて頂き，多くのことを経験した．国立がん研究
センターでは，異なる学問的背景を持つ仲間と議論を重ね
ることが出来たことも貴重な経験であった．国民の健康の
ために，という明確な目的意識のもと，背景の違いや専門
領域を超えて理解しあう姿勢は，今後の自分自身の柱とな
った．多目的コホート研究と次世代多目的コホート研究を
通じて携さわったすべての方に感謝申し上げたい．最後
に，多目的コホート研究共同研究代表者の津金昌一郎先生，
澤田典絵先生には一方ならぬご指導を賜りました．この場
をお借りして改めて感謝申し上げます．
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